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総務省 規制の事前評価書 
（衛星基幹放送による超高精細度テレビジョン放送の実用放送の業務の実施 

に向けたマスメディア集中排除原則の緩和） 

 

所管部局課室名：情報流通行政局 放送政策課 

電話     ：03－5253－5776 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：housou-seisaku-kenkyu@soumu.go.jp 

評価実施時期 ：平成 28年４月 

 

 

１．規制の目的、内容及び必要性 

 (1)現状及び問題点 

    現行の基幹放送の業務に係る表現の自由享有基準（以下「マスメディア集中排

除原則」という。）においては、放送の多元性・多様性を確保する観点から、衛

星基幹放送の業務を行う場合について、以下の規定がある。 

・ 申請者等※1が保有できる衛星基幹放送のトランスポンダ※2数の合計は４を超

えないこと。 

・ 申請者等である認定放送持株会社の関係会社（以下「認定放送持株会社等」

という。）が保有できるＢＳ放送のトランスポンダ数の合計は０．５を超えない

こと。 

現在、衛星基幹放送に使用可能なトランスポンダは全て使用されている状況で

あるところ、今般、ＢＳ放送及び東経 110度ＣＳ（以下「110度ＣＳ」という。）

放送において、新たに左旋円偏波（以下「左旋」という。）の周波数の利用によ

り、衛星基幹放送による超高精細度テレビジョン放送の実用放送（以下「ＢＳ等

４Ｋ・８Ｋ放送」という。）に使用可能なトランスポンダが増加することとなっ

た。 

また、新たに高精細・高機能な放送サービスを求めない者に対しては、機器の

買い換えなどの負担を強いることは避ける必要があることから、ＢＳ等４Ｋ・８

Ｋ放送の普及については、段階的に導入することとし、２Ｋ・４Ｋ・８Ｋが視聴

者のニーズに応じて併存することを前提として、無理のない形で円滑な普及を図

ることとしている。 

このような状況において、ＢＳ等４Ｋ・８Ｋ放送の実施に向けて、その業務の

認定に必要な事項について検討を行った結果、ＢＳ等４Ｋ・８Ｋ放送の普及・発

展には既存の衛星基幹放送事業者の番組制作・編集のノウハウや技術を広く活用

することが重要であり、この参入を選択肢として認めることが必要であるが、上

記現行制度の制約の下では、既存の衛星基幹放送事業者が現在提供している高精

細度テレビジョン放送（以下「２Ｋ放送等」という。）に加え、新規にＢＳ等４

Ｋ・８Ｋ放送を実施することができないことが想定される。 

以上のことから、ＢＳ左旋及び 110度ＣＳ左旋の周波数が使用可能になること

により、使用可能なトランスポンダの総数が現在のおよそ２倍となること等を踏

まえ、申請者等及び認定放送持株会社等が衛星基幹放送の業務に使用するトラン

スポンダ数の制限について、マスメディア集中排除原則の見直しを行う必要があ

る。 
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※１ 申請者等：基幹放送の業務を行うことについて放送法第 93条第 1項の認定

の申請をする者及び当該申請者と支配関係を有する者。 

※２ トランスポンダ：地上からの電波を受信し、増幅して異なった周波数で再

び送信する中継器（三省堂 大辞林より引用）。マスメディア集中排除原

則においては、衛星基幹放送の「多様性・多元性」を規律する単位とし

て使用している。 

 

＜４Ｋ・８Ｋ普及に向けた基本的な考え方 -２Ｋ・４Ｋ・８Ｋの関係-＞ 

 

 

 (2)規制の新設又は改廃の目的、内容及び必要性 

①新設又は改廃の目的 

    ４Ｋ・８Ｋロードマップに関するフォローアップ会合（座長：伊東 晋東京理

科大学理工学部教授）において、2015 年７月に策定された「超高精細度テレビ

ジョン放送の実施に向けたロードマップ」では、ＢＳ等４Ｋ・８Ｋ放送について、

２０１８年の放送開始を目標としている。また、第二次中間報告では「現行の基

幹放送の業務に係る表現の自由享有基準においては、ＢＳ放送又は 110 度ＣＳ放

送を実施する場合の保有可能トランスポンダ数の上限が定められているが、ＢＳ

左旋及び 110度ＣＳ左旋が使用可能になることによりＢＳ放送及び 110度ＣＳ放

２０１４年 ２０１５年 ２０１６年 ２０１７年 ２０１８年 ２０２０年 ２０２５年頃

【参考】４Ｋ・８Ｋ推進のためのロードマップ～第二次中間報告（2015年7月）

４Ｋ・８Ｋの普及に向けた基本的な考え方 ～２Ｋ・４Ｋ・８Ｋの関係

 新たに高精細・高機能な放送サービスを求めない者に対しては、そうした機器の買い換えなどの負担を強いることは避ける必要がある

 高精細・高機能な放送サービスを無理なく段階的に導入することとし、その後、２Ｋ・４Ｋ・８Ｋが視聴者のニーズに応じて併存することを
前提し、無理のない形で円滑な普及を図ることが適切
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・2020年東京オリンピッ

ク・パラリンピック競技

大会の数多くの中継が

４Ｋ・８Ｋで放送されてい

る。

・全国各地におけるパブ

リックビューイングによ

り、2020年東京オリン

ピック・パラリンピック競

技大会の感動が会場の

みでなく全国で共有さ

れている。

・４Ｋ・８Ｋ放送が普及し、

多くの視聴者が市販の

テレビで４Ｋ・８Ｋ番組を

楽しんでいる。

（ＢＳ17chを含め、

２トラポンを目指す）
＜イメージ＞

・４Ｋ及び８Ｋ実用放
送のための伝送路と
して位置付けられた
ＢＳ左旋及び110度Ｃ
Ｓ左旋において多様
な実用放送実現・右
旋の受信環境と同程
度に左旋の受信環境
の整備が進捗

（注１）ケーブルテレビ事業者がIP方式で行う放送は「ケーブルテレビ」に分類することとする。
（注２）「ケーブルテレビ」以外の有線一般放送は「IPTV等」に分類することとする。
（注３）ＢＳ右旋での４Ｋ実用放送については、４Ｋ及び８Ｋ試験放送に使用する１トランスポンダ（ＢＳ１７ｃｈ）を含め2018年時点に割当て可能なトランスポンダにより実施する。この際、周波数使用状況、技術進展、

参入希望等を踏まえ、使用可能なトランスポンダ数を超えるトランスポンダ数が必要となる場合には、ＢＳ１７ｃｈを含め２トランスポンダを目指して拡張し、ＢＳ右旋の帯域再編により４Ｋ実用放送の割当て
に必要なトランスポンダを確保する。

（注４）ＢＳ左旋及び110度ＣＳ左旋については、そのＩＦによる既存無線局との干渉についての検証状況、技術進展、参入希望等を踏まえ、2018年又は2020年のそれぞれの時点において割当て可能なトランスポ
ンダにより、４Ｋ及び８Ｋ実用放送を実施する。

（注５）2020年頃のBS左旋における４Ｋ及び８Ｋ実用放送拡充のうち８Ｋ実用放送拡充については、受信機の普及、技術進展、参入希望等を踏まえ、検討する。

４Ｋ・８Ｋ

今回の制度整備
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送に使用可能なトランスポンダ総数が増加すること等も踏まえて、今後、制度見

直しの必要性を検討していくことが望まれる。」と提言されている。 

今般、これを踏まえ、「基幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並

びに表現の自由享有基準の特例に関する省令」を改正し、申請者等及び認定放送

持株会社等が衛星基幹放送業務に関し使用するトランスポンダ数の制限を緩和

することにより、既存の衛星基幹放送事業者によるＢＳ等４Ｋ・８Ｋ放送への参

入を促進し、その早期実現・普及を図ることとしたため。 

②新設又は改廃の内容 

「基幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由享有基

準の特例に関する省令」により規定されている以下の２点について改正を行う。 

・ 衛星基幹放送で２Ｋ放送等とＢＳ等４Ｋ・８Ｋ放送のいずれも実施する申請

者等については、①２Ｋ放送等に係る保有トランスポンダ数と②ＢＳ等４Ｋ・

８Ｋ放送に係る保有トランスポンダ数をそれぞれ４トランスポンダ以内とす

る。 

・ ＢＳ放送を２Ｋ放送とＢＳ等４Ｋ・８Ｋ放送のいずれも実施する認定放送持

株会社等については、 ①２Ｋ放送に係る保有トランスポンダ数と②ＢＳ等４

Ｋ・８Ｋ放送に係る保有トランスポンダ数をそれぞれ０．５トランスポンダ以

内とする。 

③新設又は改廃の必要性 

    現行制度におけるこうしたトランスポンダ数の制限については、放送の多元

性・多様性を確保することを目的としているところである。 

    今般、ＢＳ等４Ｋ・８Ｋ放送の実施に向けて、その業務の認定に必要な事項に

ついて検討を行った結果、ＢＳ等４Ｋ・８Ｋ放送の普及・発展には既存の衛星基

幹放送事業者の番組制作・編集のノウハウや技術を広く活用することが重要であ

り、この参入を選択肢として認めることが必要であるが、上記現行制度の制約の

下では、既存の衛星基幹放送事業者が現在提供している２Ｋ放送等に加え、新規

にＢＳ等４Ｋ・８Ｋ放送を実施することができないことが想定される。 

このため、ＢＳ左旋及び 110度ＣＳ左旋が使用可能になることにより使用可能

な周波数が拡張され、ＢＳ放送及び 110度ＣＳ放送に使用可能なトランスポンダ

総数がおよそ２倍に増加すること等を踏まえ、申請者等及び認定放送持株会社等

が衛星基幹放送の業務に使用するトランスポンダ数の制限について、「基幹放送

の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由享有基準の特例に

関する省令」により規定されている衛星基幹放送の業務に係るトランスポンダ数

の制限を放送の多元性・多様性が確保される必要最小限の範囲で緩和する必要が

ある。 

 

(3)関連する主要な政策 

情報通信（ICT政策） 政策 11 放送分野における利用環境の整備 

 

(4)根拠法令 

・放送法（昭和 25年法律第 132号）第 93条第１項第４号（基幹放送の業務に係

る表現の自由享有基準） 等 

 

(5)法令の名称・関連条項とその内容 ※改正案の条文 
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  ○基幹放送の業務に係る特定役員及び支配関係の定義並びに表現の自由享有基準

の特例に関する省令（平成 27年総務省令第 26号） 

・第２条   （定義） 

・第８条第６号（申請者等が衛星基幹放送業務に使用するトランスポンダ数の制

限の特例） 

・第９条第３号（認定放送持株会社等がＢＳ放送業務に使用するトランスポンダ

数の制限の特例） 

・第 14条   （第８条第７号イ及び改正後の第９条第３号ハの規定の適用に係

る特例） 

 

２．規制の新設又は改廃案の規制の費用及び便益 

(1)規制の費用 

①遵守費用 

   新たな遵守費用は発生しない。 

②行政費用 

   新たな行政費用は発生しない。 

③その他の社会的費用 

    今回の改正により、申請者等及び認定放送持株会社等が衛星基幹放送の業務に

使用するトランスポンダ数の制限が緩和されることとなるため、放送法が要請す

る放送の多元性・多様性について影響を与える可能性がある。ただし、今般の規

制緩和が割当て可能なトランスポンダ数の増加に伴うものであることから、今回

の規制緩和による費用は限定的である。 

 

(2)規制の便益 

  ①遵守便益 

    申請者等及び認定放送持株会社等は、衛星基幹放送事業者のＢＳ等４Ｋ・８Ｋ

放送への参入が容易になることで、超高精細な映像技術を活用した放送が早期に

開始でき、より高画質・高機能なサービスを求める視聴者のニーズに応えること

が可能となるとともに、それによる衛星放送市場の拡大・活性化といった効果が

期待される。 

②行政便益 

新たな行政便益は発生しない。 

③その他の社会的便益 

申請者等及び認定放送持株会社等が衛星基幹放送の業務に使用するトランス

ポンダ数の制限を必要最小限において緩和することは、放送の多元性・多様性

を確保しつつ、ＢＳ等４Ｋ・８Ｋ放送の早期実現・普及が可能となるものであ

り、これはより高画質・高機能なサービスを求める視聴者のニーズに応えるこ

とが可能となるなど放送法が要請する放送の国民への最大限の普及に寄与する。 

 

３．政策評価の結果（費用と便益の関係の分析等） 

  申請者等及び認定放送持株会社等は、衛星基幹放送事業者のＢＳ等４Ｋ・８Ｋ放

送への参入が容易になることで、超高精細な映像技術を活用した放送が早期に開始

でき、より高画質・高機能なサービスを求める視聴者のニーズに応えることが可能

となるとともに、それによる衛星放送市場の拡大・活性化といった効果が期待され
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る。さらに、申請者等及び認定放送持株会社等が衛星基幹放送の業務に使用するト

ランスポンダ数の制限を必要最小限において緩和することは、放送の多元性・多様

性を確保しつつ、ＢＳ等４Ｋ・８Ｋ放送の早期実現・普及が可能となるものであり、

これはより高画質・高機能なサービスを求める視聴者のニーズに応えることが可能

となるなど放送法が要請する放送の国民への最大限の普及に寄与する。 

その一方で、今回の改正により、申請者等及び認定放送持株会社等が衛星基幹放

送の業務に使用するトランスポンダ数の制限が緩和されることとなるため、放送法

が要請する放送の多元性・多様性について影響を与える可能性があるが、今般の規

制緩和が割当て可能なトランスポンダ数の増加に伴うものであることから、今回の

規制緩和による費用は限定的である。 

したがって、申請者等及び認定放送持株会社等がＢＳ等４Ｋ・８Ｋ放送を実施す

る場合に衛星基幹放送の業務に使用するトランスポンダ数の制限の緩和を行うこ

とは、適当であると考えられる。 

 

４．規制の新設又は改廃案と代替案との比較 

本改正は、放送の普及及び健全な発達の観点から、放送の多元性・多様性の確保に

支障がない範囲で規制緩和を行うものであり、現時点においては代替案はない。 

 

５．有識者の見解、評価に用いた資料その他関連事項 

(1)有識者の見解   

   「４Ｋ・８Ｋロードマップに関するフォローアップ会合」（座長：伊東 晋東京

理科大学理工学部教授）において、2015年７月に策定された「超高精細度テレ

ビジョン放送の実施に向けたロードマップ」では、ＢＳ等４Ｋ・８Ｋ放送につい

て、2018年の放送開始を目標としている。また、第二次中間報告では、「４Ｋ・

８Ｋの普及について、高精細・高機能な放送サービスを無理なく段階的に導入す

ることとし、その後、２Ｋ・４Ｋ・８Ｋが視聴者のニーズに応じて併存すること

を前提としており、無理のない形で円滑な普及を図ることが適切としている。」 

「現行の基幹放送の業務に係る表現の自由享有基準においては、ＢＳ放送又は

110 度ＣＳ放送を実施する場合の保有可能トランスポンダ数の上限が定められて

いるが、ＢＳ左旋及び 110度ＣＳ左旋が利用可能になることによりＢＳ放送及び

110 度ＣＳ放送に利用可能なトランスポンダ総数が増加すること等も踏まえて、

今後、制度見直しの必要性を検討していくことが望まれる。」 

と提言されているところ。 

 

(2)評価に用いた資料その他関連事項   

○「４Ｋ・８Ｋロードマップに関するフォローアップ会合」の「中間報告」 

（平成 26年９月公表） 

http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu11_02000039.html 

○「４Ｋ・８Ｋロードマップに関するフォローアップ会合」の「第二次中間報告」 

（平成 27年７月公表） 

    http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu11_02000058.html 

 

６．レビューを行う時期又は条件 
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  今後のＢＳ等４Ｋ・８Ｋ放送の実施状況を踏まえ、必要があると認めるときは、所

要の措置を講ずるものとする。 


